
2016年 1月27日

— 1 —

　連合岩手は盛岡中央地協と共催で、２０１６年
１月６日（水）午後３時から、盛岡市「ホテルメ
トロポリタンニューウィング」において「２０１６
新春旗開き」を開催しました。
　旗開きには、多数の来賓の方々、構成組織、地
域協議会、高齢者・退職者連合などから約５００
名が出席し、盛大に２０１６年の幕開けを祝いま
した。
　冒頭、豊巻会長が、「すべての働く者の処遇改善、
働くことを軸とする安心社会の実現に向け力をあ
わせよう」とあいさつ、連合運動への結集を呼び
かけるとともに、運動展開への決意を述べました。
引き続き、岩手労働局・久古谷局長、岩手県・達
増知事、盛岡市・谷藤市長からごあいさつをいた
だいた後、豊巻会長、盛岡中央地協・高橋議長や

ご来賓、顧問の方々による鏡開き、労金・砂金本
部長の発声による乾杯を行いました。
　さらに来賓の皆様をご紹介し、とりわけ昨年の
県議選で見事当選された組織内・推薦県議の皆様
には大きな拍手が送られました。
　その後、各事業団体と連合岩手からの提供景品
による「お年玉抽選会」で盛り上がるとともに、
懇親を深め合いました。
　最後に、盛岡中央地協・高橋議長が団結ガンバ
ローで締めくくり、出席者全員で、暴走する安倍
政権にストップをかけるために参院選闘争ですべ
ての推薦候補の勝利を勝ち取るとともに、春季生
活闘争をはじめとする２０１６年の諸闘争をたた
かい抜く決意を固めあいました。
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岩手労働局・久古谷局長からあいさつをいただく 岩手県・達増拓也知事からあいさつをいただく

県内各地から 500人が集う

盛岡市・谷藤裕明市長からあいさつをいただく お年玉抽選会で「連合岩手賞」は誰の手に？

乾杯の御発声は砂金文昭・労金岩手県本部長 盛岡中央地協・高橋浩幸議長の力強い団結ガンバロー

「しっかり申す」運動を誓い合った「2016新春旗開き」
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2016新春旗開き
あいさつ

連合岩手
　会 長　豊　巻　浩　也

　新年あけましておめでとうございます。
　「連合岩手２０１６年新春旗開き」にたくさんの方々に
お集まりいただきました。有難うございます。
　２０１６年は申年 ( さるどし )。猿という漢字は、けも
のヘンも使うようでが、申 ( しん・もうす ) と書きます。
働く仲間の声を要求として「しっかり申す」発信する運
動展開への決意を５点述べます。
　第１点目は、「クラシノソコアゲ」です。アベノミクスは、
一部の企業や投資家・株主には恩恵を与えたものの、中
小・零細企業・地域経済と私たちの生活を圧迫し、日本
社会の格差の拡大と固定化を助長させました。２０１６
春季生活闘争で「底上げ」「格差是正」の取り組みを展開
し、みんなの幸福を連合は追求します。
　第２点目は、「働きがいのある人間らしい仕事 = ディー
セントワークを取り戻そう」です。健康で働き続けられ
る労働時間と過労死や労災ゼロの実現。職場でのハラス
メント防止の促進、仕事と生活の両立支援を進めます。
老後や子育ての不安を解消し、安心・安全に暮らすため
のセーフティネットを連合は要求します。
　第３点目は、「働く人が報われる政治を取り戻そう」で
す。「暴走する安倍政権で国民生活は荷崩れ」を起こして
います。この暴走を止めるため、夏の参議院選挙におい
ては、比例区組織内候補者の勝利をめざします。また岩
手選挙区においては、反自民の野党連携を模索します。
健全で緊張感のある民主主義を連合はめざします。
　第４点目は、「東日本大震災からの復興・再生」です。
被災から５年が経過しました。今なお、仮設住宅で暮ら

す人々が岩手県内で約２３０００人、被災者の生活再建・
雇用安定・安全安心なまちづくりに国・県・市町村との
連携強化を促進します。被災後の約 6 カ月にわたり連合
ボランティアのべ１７０００人に県内被災地復興のため
にご尽力いただきました。岩手国体を成功させ、元気な
姿を全国に発信させましょう。
　第５点目は、「１０００万連合に向けた組織拡大・強化
の着実な実践」です。連合結成３０周年まであと４年を
切りました。連合岩手の実現プランは、組織人員６万人
を目標としています。未加盟組合の組織化と組合未加入
者への働きかけは勿論のこと、地域に根ざした顔の見え
る「連合運動」を私たちは展開します。
　連合は、「働くことを軸とする安心社会」の実現をめざ
しています。「働くこと」で労働者は賃金を得ます。しかし、
人々が働くのは単に収入を得るためだけではありません。
仕事をとおして自分の夢や理想をかなえたり、多くの人
たちと一緒に働くことをとおして社会に参加することも
労働の重要な目的です。
　昨年、連合岩手は岩手大学との提携講座を実施し、受
講学生の９２% から「履修してよかった」と高い評価を
得ました。社会問題化する「ブラックバイト」「ブラック
企業」は、明日の労働者にも不安を与えています。
　正規・非正規、組織・未組織にかかわりなく、すべて
の働く者の処遇改善、「働くことを軸とする安心社会」の
実現に向け、お互いに力を合わせて行きましょう。ご参
会の皆さんをはじめ、すべての労働者・市民に幸せがも
たらされますよう願いあいさつとします。
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Ⅳ．連合岩手闘争の進め方

１．「底上げ・底支え」「格差是正」
   （賃上げ）の取り組み

2016連合岩手春季生活闘争方針（案）を
第40回地方委員会（2016.2.11開催）で提起

　2016 春季生活闘争においても月例賃金にこだわり、
賃上げの流れを継続させる必要がある。「底上げ・底支
え」「格差是正」をめざし、従来の取り組みに加え、サ
プライチェーン全体で生み出した付加価値の適正な分配
に資する公正取引の実現を重視し、その効果が広く社
会に浸透する取り組みを行う。「デフレからの脱却」と「経
済の好循環実現」に向けて全力を尽くすため、地場・
中小企業の活性化と地域の活性化やそのための人材育
成・確保、正規・非正規と呼称される労働の差別化の
解消などに向け取り組む。　　
　また、各組合は、自らの賃金実態を把握し、賃金水
準の底上げをはかるため、月例賃金の引き上げにこだわ
る取り組みを進めることから、要求目安として、「①平均
賃金水準の２％相当額」、「②賃金カーブ維持分」、「③
格差是正」を含めて賃金改善に取り組む。

連合岩手 2016春季生活闘争方針（案）
Ⅰ～Ⅲは連合本部中央委員会で確認

（１）賃金引上げ要求目安として、以下の①～③を合計し
目安とする。

　①平均賃金水準の２％相当額
　②賃金カーブ維持分
　③格差是正分

（２）最低到達水準（必要生計費）
　連合リビングウェイジにおける単身世帯および２人世帯

（父子家庭）の水準をクリアすることをめざす。
　なお、構成組織は産業実態を踏まえつつ到達水準目
標を設定する。
　また、賃金相場に関する情報開示を積極的に進め、
未組織労働者を含めた社会全体の底上げ・底支えに波
及させることをめざす。加えて、地域ごとにあらゆる関係
者と連携しフォーラムを開催し社会全体に賛同を得られる
運動を展開する。
　正規・非正規間の格差については、コンプライアンスの
徹底はもとより、均等処遇の観点から重点項目を設定し、
賃金の引き上げや昇給ルールの導入・明確化などの実現
をはかる。

（３）非正規労働者の労働条件改善
　非正規労働者の雇用安定の促進や処遇改善はもとよ
り、基本的なワークルールの周知、徹底をはかることを通
じて、総合的な労働条件の改善に向けた取り組みを強
化する。均等処遇の観点から重点項目を設定し、賃金
の引き上げや昇給ルールの導入・明確化などの実現をは
かる。

１）総合的な労働条件向上への取り組み
【重点要求項目】

～均等処遇実現を含めた総合的な労働条件向上への
取り組みにおける2016 重点項目～

＜雇用安定に関する項目＞
①正社員への転換ルールの導入促進・明確化
②無期労働契約への転換促進

＜均等処遇に関する事項＞
①昇給ルールの導入・明確化
②一時金の支給
③福利厚生全般および安全管理に関する取り組み
④社会保険の加入状況の点検と促進
⑤有給休暇の取得促進
⑥育児・介護休暇制度を雇用形態にかかわらず利用

できるよう整備
⑦再雇用者（定年退職者）の処遇に関する取り組み
２）時間給の引き上げ
　時給の引き上げの取り組みは、地域特性や職種を

考慮しながら正社員との均等処遇の実現と社会的な
波及を強める取り組みを展開する。

①連合が掲げる「誰もが時給 1,000 円」の実現に向
けた取り組み（2020 年までに時給 1,000 円とすれば、
1,000 – 695 = 305 ÷ 5 = 61 円）

②時間給が 1,000 円を超えている場合は、「底上げ・
底支え」格差是正の点から 41 円を目安に要求する。

〔考え方〕
① 2015 年連合岩手賃金実態調査での平均賃金の 2％ 相当

分の金額を算出
　224,446 円 × 2％ ＝ 4,489 円 ≒ 4,500 円　（2.00％程度）
②賃金カーブ維持分は、2015 年連合岩手賃金実態調査によ

る、全産業男女計の平均賃金の 40 歳賃金と20 歳賃金の
差額を勤続年数 20 年で割り、1 歳あたりの上昇額の平均を
算出

　227,000 円（40 歳平均値）－ 154,500 円（20 歳平均値）　
　　　　　　　　　　　　　　　＝ 72,500 円

　72,500 円 ÷ 20 年（勤続年数） 
　　　　　　　　＝ 3,625 円 ≒ 3,700 円　（1.65％）
③格差是正分は、2015 年連合岩手賃金実態調査での平均

賃金の 1％相当分の金額を算出
　224,446 円 × 1％ ＝ 2,244 円 ≒ 2,300 円　（1.02％）

〈 要求目安：10,500 円 （ ① 4,500 円 + ② 3,700 円 + ③ 2,300 円）〉
　　　　 （4.67％）

〔考え方〕
「賃金引上げ要求目安：6,800 円（賃上げ 4,500 円 + 格差是
正 2,300 円）」を平成 26 年賃金構造基本統計調査の岩手県
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③単組が取り組む地域ごとの水準については、 「県別リ
ビングウェイジ」を上回る水準をめざす。

④正社員との均等処遇をめざす観点から、昇給ルー
ルの導入の明確化の取り組みを強化する。昇給ルー
ルが確立されていない場合は、その昇給分を確保
する。

⑤月給制の非正規労働者の賃金については正社員と
の均等処遇の観点から改善を求める。

　健康で働き続けられる労働時間と過労死ゼロの実現、
超少子高齢・人口減少社会が進むわが国の社会構造を
踏まえ、「社会生活の時間」の充実を含めワーク・ライ
フ・バランス社会の実現をめざす。とりわけ喫緊の課題
である総実労働時間縮減に向けて、労働時間管理の徹
底、年次有給休暇の取得促進、また、新たな祝日の増（8
月11日｢ 山の日｣）の取り扱いなども踏まえ、以下の項目
を中心に取り組む。

（１）労働時間規制の取り組み（36 協定（特別条項付
協定の上限時間設定）の点検・適正化、休息時間（勤
務間インターバル）など）の導入により過重労働対策
を進める。

（２）時間外割増率を法定割増率以上に引き上げをはか
り、長時間労働の抑制をはかる。

（３）年次有給休暇取得率向上に向けた取り組みを行う
中で、「働き方」「休み方」の意識改革を進めていく。

　雇用形態にかかわらずすべての労働者の雇用の安定
と公正な処遇を確保する観点から、ワークルールを以下
の項目で取り組む　

（１）改正労働者派遣法に関する取り組み
　2015 年改正労働者派遣法を踏まえ
１）派遣労働者の労働条件の点検・改善　　
２）派遣労働者の受入に対する協議の徹底
３）勉強会の実施

（２）長時間労働の是正・過労死ゼロに関する取り組み
健康で働き続けられる労働時間と過労死ゼロの実現
１）月60 時間を超える割増賃金率の 50％以上への引

き上げ
２）インターバル規制の導入
３）特別条項付 36 協定を適用する場合における年間

上限の設定
４）36 協定の尊守状況の点検とそれを踏まえた労使

協議
５）労働時間管理の徹底

（３）若者雇用に関する取り組み
　　　若者雇用促進法の成立を踏まえ
１）新卒者募集における職場情報の積極的情報開示

２．ワーク･ライフ･バランス社会の
　  実現に向けて（時短などの取り組み）

３．ワークルールの取り組みについて

２）求人情報における適切な労働条件提示
３）職場への定着促進に向けた労働条件の改善が行

える労使協議
（４）障がい雇用に関する取り組み

　改正障害者雇用促進法の施行を見据え
１）障がいを理由とする差別禁止の確保
２）合理的配慮の提供に向けた体制の整備

（５）安全な職場づくり
１）メンタルヘルス対策（ストレスチェック）、長時間・

過重労働対策、受動喫煙防止対策、パワーハラス
メント対策等、労働安全衛生法令の尊守と安全配
慮義務の覆行に関する企業内での対応状況の確認
と改善

（６）有期労働契約（無期転換ルールの特例）に関する
取り組み

有期特措法の施行を踏まえ
１）無期転換ルールの特例の対象労働者の雇用の安定

（１）職場における男女平等と男女間の賃金格差の是正
１）各単組の賃金データに基づいて男女別・年齢ごと

の賃金分布を把握して「見える化」（賃金プロット
手法など）をはかるとともに問題点を点検・改善

２）住民票上の「世帯主」を要件とすることは、支給
が一方の性に偏り、実質的な間接差別となることか
ら、生活関連手当の支給など（福利厚生、家族手
当）における「世帯主」要件の廃止 ※ 夫婦の場
合、住民票上の「世帯主」を支給要件とせず、ど
ちらか申請した方とすること。また、女性だけに証明
書類を請求することは間接差別とされており、相方
が受給していなければ支給要件とするよう是正

（２）女性の職業生活における活躍の推進（女性活躍推
進法）

　女性活躍推進法が成立し、2016 年 4 月1日から
法律が施行される。国や地方公共団体、民間事業
主は女性の活躍に関する状況の把握、改善すべき
事情についての分析を行い、行動計画を策定

１）女性の昇進・昇格の遅れ、配置や仕事の配分が
男女で異なることなど、男女間における賃金格差の
背景と状況を実証的に点検し、女性に対する研修
の実施や女性の少ない部署への優先配置などにつ
いて労使協議を行い、積極的な差別是正措置（ポ
ジティブ・アクション）により改善

２）女性活躍推進法にもとづく企業などの行動計画策
定に労使で取り組む。策定に当たっては、以下の必
須項目については必ず把握・分析するとともに、厚
生労働省令で定める21 の任意項目および各事業所
の状況にもとづいて、現状を把握・分析し、必要な
目標や取り組み内容を設定

【必須項目】
①採用した労働者に占める女性労働者の割合（雇用

管理区分ごと）
②男女の勤続年数の差異（雇用管理区分ごと）
③月ごとの労働者の平均残業時間などの長時間労働

４．男女平等課題に関する
　  取り組みについて

の所定内実労働時間 167 時間で割り時間額を算出
6,800 円 ÷ 167 時間 ＝ 40.72 円 ≒ ４１ 円
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の状況
④管理職にしめる女性比率
３）法律や行動計画の内容について、学習会の場を

設置するなど周知徹底
４）計画が着実に進展しているか、ＰＤＣＡに積極的に

関与

（１）改正育児・介護休業法の定着に向け、以下の課題
に取り組む。
１）改正育児・介護休業法の周知・点検をはかるとと

もに、両立支援策の拡充の観点から、これを上回
る内容への拡充について労働協約の改定

２）有期契約労働者へ制度を拡充
３）育児休業、介護休業、子の看護休暇、短時間勤務、

所定外労働の免除、介護休暇の申し出や取得によ
り、解雇あるいは昇進・昇格の人事考課などにおい
てマイナス評価とするなど、不利益取り扱いが行わ
れないよう労使で確認・徹底

４）3 歳までの子を養育する労働者の短時間勤務制度
と所定外労働の免除制度、介護休暇制度の周知・
点検と、就業規則や労働協約の改定などのルール
化に取り組むとともに、組合員に対する周知徹底

（２）マタニティハラスメントやパタニティ・ハラスメント、ケア
（介護）ハラスメントなどをはじめとする、あらゆるハラ
スメントを一元的に防止する取り組みを各企業に働きか
ける。同時に、妊産婦保護制度や母性健康管理につ
いて周知されているか点検し、妊娠・出産およびこれ
に関わる制度を利用したことによる不利益取り扱いの禁
止を徹底

（３）次世代育成支援対策推進法にもとづく企業などの行
動計画策定に労使で取り組む。
１）ワーク・ライフ・バランスの推進に向けた労働組合

の方針を明確にし、労使協議を通じて、計画期間、
目標、実施方法・体制などを確認する。さらに、作
成した行動計画の実現による「くるみん」マーク、
および「プラチナくるみん」の取得

２）「くるみん」マーク、および「プラチナくるみん」を
取得した職場において、取り組みが後退していない
か労使で確認し、計画内容の実効性を高める。

（１）改正男女雇用機会均等法の定着・点検に向け、
以下の課題に取り組む。交渉・協議にあたっては、で
きる限り実証的なデータにもとづく根拠を示し、改善を
求める
１）配置や仕事の配分などの男女の偏在を具体的に

検証・是正
２）昇進・昇格など基準の運用で、結果として男女に

不平等が生じていないか、結果と原因を検証・是
正

５．両立支援の促進（育児・介護休業法、
　 次世代育成支援対策推進法）

６．改正男女雇用機会均等法の
 　定着・点検

３）合理的な理由のない転居を伴う転勤がないかどう
か点検・是正

４）妊娠・出産などを理由とする不利益取扱いの有無
について検証・是正

５）セクシュアル・ハラスメント防止措置の実効性が担
保されているか検証

６）セクシュアル・ハラスメントには、同性間セクハラ、ジェ
ンダー・ハラスメントも含まれることを周知

　「2016 年度 政策・制度 実現の取り組み」と「2016
春季生活闘争における労働条件改善の取り組み」を「運
動の両輪」として、すべての働く者の「底上げ・底支え」

「格差是正」に向けた運動を強力に進める。
（１）経済の好循環に向けた中小企業・地場産業への支

援強化
（２）雇用の安定と公正労働条件の確保
（３）社会保障と税の一体改革の推進によるセーフティネッ

トの拡充
（４）子どもの貧困と教育格差の解消

（１）連合岩手の取り組み
１）地場・中小組合を念頭に 1 ～ 2 月を職場点検活

動期間と位置づける。
連合岩手は、地場・中小組合の点検活動を支援する

ための器材の準備や相談活動を行う。
２）地場・中小組合の取り組み支援や取引関係の改

善などをテーマに、「地場・中小解決促進集会」に
おいて参考事例の紹介や経験交流などを企画する。
また、行政や経営者団体への要請活動も展開する。

３）パート等非正規労働者の労働条件等改善の取り組
みについては、組織局 ( 非正規労働センター）と連
携し非正規労働者問題をテーマとした学習会を開催
し、非正規労働者の処遇改善に向け情報を共有し、
連合岩手・構成組織が一体となった運動を推進す
る。

４）部門別共闘連絡会を開催し、春闘方針の共有化
をはかる。

５）地域と中小企業の活性化に向け、中小企業経営
者等を交えた「地域フォーラム」の開催に向け、関
係団体と協議する。

６）地場・中小共闘センターの場で回答状況を集約し、
その結果を公表し相場形成とすべての労働者に対
する効果的な波及運動の強化をはかる。

７）連合岩手は、地場・中小組合の妥結基準と妥結ミ
ニマム基準の設定を検討する。

８）不払い残業撲滅などを中心に「なんでも労働相談
ダイヤル」キャンペーンを実施する。なんでも労働相
談ダイヤル実施期間は２月4日（木）～ 6日（土）
とする。

７．政策・制度実現の取り組みに
　 ついて

８．具体的な取り組み
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（２）構成組織の取り組み
１）組織的な点検を進めるため必要な体制・計画づく

りを行うとともに、主要組合の平均的・標準的な賃
金カーブ維持分などの情報提供を行う。

２）加盟各単組に対し、要求書提出から回答引き出し
までの指導の強化を行う。

３）各単組の回答妥結状況を、速やかに地場・中小
共闘センターに報告をする。（非正規労働者等含む）

４）企業内最低賃金の適用労働者の拡大ならびに賃
金の底上げと格差是正をはかるために、仕事内容
にふさわしい水準で協定化を行う。

（３）地域協議会の取り組み
１）地域協議会は春闘討論集会を開催し、地域にお

ける各単組間の取り組み状況の共有化と、関係器
材の発送を行う。

２）連合岩手と連携し「なんでも労働相談ダイヤル」キャ
ンペーンを実施する。

（１）闘争機関の設置
１）闘争委員会、地場・中小共闘センターにおいて、

連合が設定する地場・中小組合を対象とした集中
回答ゾーンにあわせ、賃上げ相場の形成とその強
化をはかる。

２）地場・中小共闘センターは、地場中小・未組織・
地域社会に対し、波及に向けた取り組み（集計・
マスコミ対応）を強化する。
　また、情報交換や戦術検討等をはかる幹事会や
解決促進集会などを開催するとともに、適切な時期
に産別の協力を受け、特に厳しい経営環境におか
れる地場・中小組合に対して、賃金カーブ確保や
合理化闘争の支援をきめ細かく実施する。

（２）要求書の提出と回答ゾーンの設定
１）要求書は、原則、２月末まで ､ 遅くとも３月上旬ま

でに提出する。

９．闘いの進め方

２）２月～３月前段に構成組織に対し激励オルグ行動を
実施し、全単組が要求書を提出する取り組みを行う。

３）各構成組織は回答ゾーンを踏まえて、交渉日程の
調整や必要な戦術設定の準備を進め、最大のヤマ
場への集中がはかれるよう努めるものとする。

・３月14日～ 18日 ： 第１先行組合集中回答ゾーン
（最大のヤマ場：３月18日）
・３月22日～ 25日 ： 第２先行組合集中回答ゾーン
・３月28日～４月1日 ： 中小組合集中回答ゾーン

　地域ミニマム運動は、生活できる最低賃金額を地域ご
とに設定し、「これ以下の賃金水準の労働者を無くす」
ことを目的に、春季生活闘争と一体となって取り組む運動
である。各構成組織は、賃上げ原資とは切り離した取り
組みを進める。
１．運動の目的

（１）連合岩手に加盟する中小組合が職場で賃金実
態調査を行い、そこから不合理な賃金実態の是正
や賃金制度の確立をめざす。

（２）最低基準（ミニマム）の設定で、パート・未組織
労働者を含むすべての中小地場賃金の水準向上、
さらには法定最低賃金の引き上げをめざす。

２．2016 年連合岩手「地域ミニマム」の設定
　2015 年秋に実施した賃金実態調査に基づき、2016 年
連合岩手「地域ミニマム」設定額を以下の通りとする。
（１）調査結果、賃金特性値に基づき、20 歳、25 歳、

30 歳、35 歳、40 歳の５ポイント別に設定する。
（２）設定基礎ベースを全産業男女計とし、第 1 十分

位を基本とする。
（３）ミニマム設定額については、2016 年 4 月から適

用することとし、それぞれの年齢の額を最低到達基
準とする。

（４）具体的ミニマム額の決定については、地場・中
小共闘センター幹事会で決定する。

Ⅴ．地域ミニマム運動の取り組み
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　連合岩手青年委員会と女性委員会は２０１５年１２
月５日（土）に盛岡市で総会を開催し、２０１６年度
の運動方針や役員体制を確認しました。
　また、総会にあわせて、青年委員会は「政治学
習会」を開催、豊巻会長の基調講演と連合岩手
組織内県議である小西和子県議と軽石義則県議を
交えて人口減少問題や子ども・子育て環境整備あ
るいは職場の課題等について議論・交流を深めまし
た。
　女性委員会は、盛岡タイムスに隔週土曜日にコラ
ム「里山スケッチ」を連載している阿部陽子さんを
講師に迎え、講演会を行いました。
　役員改選では、青年委員長に中川理恵さん（自
治労・新）、女性委員長に三浦洋子さん（高教組・
再）が選出されました

　連合岩手は、２０１５年１１月２４日（水）に岩手県
に対し「２０１６政策・制度要求と提言」の要請を
行いました。
　要請には、豊巻会長、齋藤政策局長（副会長）、
八幡事務局長らが出席、岩手県からは菅原商工労
働観光部長らが出席しました。
　豊巻会長から、政策・制度要求と提言について
要請するとともに、「東日本大震災からの復興・再
生の着実な推進」「地域の多様な主体との連携強
化による産業施策と雇用創出の一体的推進」「公
契約基本法・公契約条例の制定による公契約の適
正化」「介護サービスの安定的な提供と介護人材
の処遇改善」「子ども・子育て支援新制度の着実
な実施とすべての子どもの豊かな育ちの環境の確
立」「教育の機会均等と『貧困の連鎖』防止」「男
女平等参画社会の実現と女性の活躍促進」などを
盛り込んだ提言を提出しました

連合岩手のとりくみ
青年委員会・女性委員会
２０１６年度の方針を確認

岩手県に対し「2016政策・
制度要求と提言」を提出
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